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は　じ　め　に

　銅電線が光 ファイバに代替し，次世代通信技術として光通信 システム が定着する過程

で， 欧米の通信ケーブル市場には新たに一つのガラスメーカー が名を連ねることにな っ

た。 米国の伝統的なガラスメーカーの コーニングである 。コーニングは，電気通信の歴

史を築いてきたＡＴ＆Ｔとともに，光 ファイバによっ て， １９８０年代わずか数年のうち

に米国の通信ケーブル市場を二分してしまっ た。 同時に，欧州市場においてもコーニン

グは主要ケーブルメーカー を特許網で覆 った 。

　この様な欧米での光 ファイバ市場形成に対して ，日本では主要な国内電線 メーカー が

旧来の電線市場を引継ぐように，自らの技術により光 ファイバケーブル市場を彩成した 。

　光 ファイバの開発は主要先進国である米国，欧州，日本にいてほとんど同時に進行し
１）

た。 しかし市場の形成にいたる過程では，光 ファイバの基本特許をめぐる各国企業の戦

（９８３）
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略によっ て， 異なる帰結を迎えた 。

　本稿の課題は，欧米市場との対比で独自な市場形成を果たした，日本における光 ファ

イバ市場の形成について明らかにすることである 。その際，市場の形成を担った企業の

戦略を比較することで，課題に接近する 。具体的には，異なる類型の企業がいかにして ，

類型のもつ優位性を生かし，また限界を乗り越え市場の形成を果たしたかを明らかにす

ることに主眼を置く 。

　まず，電線から光 ファイバヘの代替を，市場と技術の連関性という視点から捉え，そ

の製品特性と市場構造について述べる 。次に，光 ファイバ市場へ参入する企業の類型を

析出する 。析出された類型について ，日本市場において優位とな った代替製品型企業の

競争戦略と ，欧米市場において大きな ノヱ アを獲得した素材（技術）連関型企業てある

コーニノクの競争戦略を比較検討する 。

　　１）拙稿「光産業の構造と基軸製品の生成一光産業形成史Ｉ一」『立命館経済学』第４０巻第２

　　　号，１９９１年６月
。

Ｉ　電線から光ファイバヘの代替

　ここでは，電線から光 ファイバヘの代替について ，技術の連関性と市場の連関性の有

無を整理した後，日本の光 ファイバケーブル市場の構造について述べる 。なお，市場の

連関性とは，１日製品と新製品に顧客の同一性があるかどうかということであり ，技術の

連関性とは，新規市場に参入するメーカー の既存事業と新製品とか技術的に連関してい

るかどうかということである 。

　１ ．電線から光ファイバヘ

　（１）市場の連関性

　新規市場の形成，すなわち新製品の開発という時には大きく ，０基本的な機能を同

じくしながら ，それを上回る性能で旧製品を代替する製品，　機能そのものが全く新

しい製品という二つの場合が想定される 。結論から述べると光 ファイバは前者に該当す

る。

　まず電線と光 ファイハの代替関係を，それぞれの製品の機能から提えて見る 。電線は

主に，電気信号を伝える通信線とエネルギ ーを伝える電力線，そして機械エネルギ ーに

用いる巻線という用途に用いられている 。これに対して光 ファイパは，信号を伝える通

（９８４）



　　　　　　　　光 ファイハ市場における日本企業の競争戦略（鄭）　　　　　　 １６７

信線と各種セソサ ー， さらに照明や採光という用途を持っている 。

　電線を光 ファイバが代替するのは，通信線としての用途であり ，光 ファイバー本当り

の情報伝送量が電線に比べて大きく ，低損失で細径かつ軽量であり ，電磁波の影響にも

強いということによる 。増大する情報伝送需要に答えるにも ，従来の電線では心線数増

加によっ てケーブルが太くなり過ぎ，新たに管路を建設しなければならない。情報一単

位あたりの コストを考えるなら ，たとえ敷設に際して多少高価でも ，長期的には光 ファ

イバの導入が電線に比べ経済的に優位となる 。

　機能的にも経済的にも旧製品を上回ることから ，表１に見られるように光 ファイバと

電線との代替が進んだ。表１によれぱ，１９８６年時点で通信線の３０％以上が代替されてお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
り， 今後加入者線への光 ファイバ導入によっ て８０％以上の代替が見込まれている 。

　光 ファイバの主たるユー ザー はそれを通信線として利用する需要者であり ，その過半

数を占めるのは電線に同じく公衆通信業者である 。それ以外に，電力，建設 ・設備施工 ，

電気機械，輸送機械部門などがユー ザー である 。

　このように光 ファイバは，電線に代替する製品として市場に投入され，そのユー ザー

も基本的に電線と同じであり ，これが電線市場と光 ファイバ市場の連続性を根拠付けて

し・ る。

　　　　　　　　表１　通信ケーブルに占める光 ファイバの割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位百万円／年，％）

年度 光フアイバ 通信ケーブル 光化率

１９８１ ９， ６３２ １８７ ，５２５ ４． ９

１９８２ １５ ，１２５ １７４ ，２０３ ８． Ｏ

１９８３ ３９ ，９１８ １３９ ，９７９ ２２ ．２

１９８４ ５０ ，５２５ １２６ ，５６２ ２８ ．５

１９８５ ５４ ，０５９ １２１ ，７２２ ３０ ．８

１９８６ ７０ ，６３５ １３３ ，５５１ ３４ ．６

出所）光産業技術振輿協会編［昭和６２年度光産業の動向」 ，１９８８年 ，９８べ

　　 一ジ，表 ．１０ ．２
。

　（２）技術の連関性

　次に電線と光 ファイハの代替関係を製品の技術的な連関性から捉える 。

　電線の材料は銅とアルミニウム が基本で，一部特殊な合金が含まれることもある 。電

線の製造工程は，通信ケーブルの市内プラスチ ック絶縁ケーブルを例にとると ，Ｏ絶

縁， 　対またはカ ッドより ，　集合，＠外被，　がい装という五つの工程で説明され

る。

（９８５）
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　まず軟銅線（単線）にプラスチ ックを押出機で押出被覆して絶縁し，より合わせる 。

より方は，二本の対よりや四本のカ ッド（星形）よりなどである 。カ ッドよりは，対角

線上に位置する線心二本で一つの回線（対）を構成する 。これを所要数あつめさらに集

合機でより合わせる 。この場合，層より彩とユニット形がある 。層より形は同心よりで

円筒形に集合し，その上に押え巻テープを巻く 。ユニット形は，１０対または適当対数を

１ユニットとし ，それを所要数だけより合わせ円筒形に集合し押え巻テープを巻く 。金

属シースやプラスチ ックシースなどの外被を経て ，必要な場合はがい装機でがい装を施

す。

　光 ファイパの材料は主に石英，多成分ガラス ，プラスチ ックの三つである 。製造工程

には，通信ケーブルとして三つの材料の中で最も基本的に用いられる石英系の光 ファイ

バケーブルを取り上げる 。プリフォーム（光 ファイバを線引きする前の母材）の製法は

ＶＡＤ，ＭＣＶＤなど各種あるが，それらの違いは電線と製造工程を比較する上で問題に

はならないため詳しい設明は省く 。ここではケーブル化までの概略を，○たい積，　

ガラス 化， 　紡糸，＠被覆，¢集合，＠ シース ，という工程で説明する 。

　ＳｉＣ１４（四塩化ヶイ素），ＧｅＣ１４（四塩化ゲルマニゥム）などの原料を０ ２，
Ｈ２ とともに燃

焼させ加水分解反応でスス 化を行い，スス付けされたプリフォーム を高温加熱し ，透明

なガラス状のプリフォームとする 。これを加熟炉で一定のサイズのファイパに引き落し ，

次にファイバ保護のためにプラスチ ックで被覆する 。さらに被覆したものを必要な数だ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）　　　　　　　　　３）
け集めてヶ一ブル化した後，ヶ一ブルコ ァにＬＡＰシースなどの外被を施す 。

　伝送信号が電気から光に代わることから通信 システム 全体が転換する中で，通信用伝

送路における素材が銅からガラスに置き換わ った。以上から分かるように心線の材料が

全く異なるために，電線と光 ファイバとの基本的な製造技術は全く異 っており ，両者の

　　　　　　　４）
間に連関性はない 。

　２ ．光ファイバケーブル市場の構造

　（１）光 ファイバ市場の構成

　光 ファイバ市場の構成を，ケーブルと ，パソドルファイパなどの加工品及び心線との

割合で見ると ，表２および表３のとおりである 。表２の金額べ 一スを見ると ，１９８７年度

　　　　　　　　　　　　　　　　５）
ではケーブルが８６％以上を占めている 。同じく１９８７年度について表３の数量べ 一スで見

ると ，ケーブル２２．０％ ，１９９０年度は３５．５％となり ，バンドルファイバなどの加工品は

７３ ．Ｏ％から７１ ．２％に推移している 。

（９８６）
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表２　金額べ 一スによる全光 ファイバ製品中のケーブル比率
（単位百万円）

金額

０光ファイバケーブル

　　全光 ファイバ製品

０／　（％）

年度 １９８７

６８ ．７１０

８３ ，００７

８２ ．８

１９８８

５４ ．６７１

７６ ，３４８

７１ ．６

１９８９

７６ ．１５３

１０４ ，０６２

７３ ．２

１９９０

９１ ．７１７

１２５ ，７９８

７２ ．９

注）（１）０は生産実績，　は販売金額 。

　　（２）０は主要ケーブルメーカー７杜（文中の６杜にタツタ電線を加える）へのアンケート調査などによ

　　　る集計 。

　　（３）０の１９９０年度は見込み 。

出所）０は，光産業技術振輿協会編ｒ光産業の動向』各年度版，（２）は通商産業省大臣官房調査統計部編『通産

　　統言十」（財）通商産業調査会，各号より作成 。

品目
年度

ケ　　　　ブ　　ル

心　　　　　　線

加　　工　　品

小　　　　　計

表３　数量べ 一スによる全光 ファイバ製品の構成比率

１９８６

１４ ．１

７， ０

７８ ．８

１００ ．０

１９８７

２２ ．０

５， ０

７３ ．０

１００ ．Ｏ

１９８８

１８ ．４

５， ５

７６ ．１

１００ ．０

１９８９

２１ ．９

４， ０

７４ ．２

１００ ．０

（単位 ：％）

１９９０

２５ ．３

３， ５

７１ ．２

１００ ．０

庄）（１）出荷数量による 。

　　（２）１９８６年のみ１月～１２月 ，他は年度 。

出所）通商産業大臣官房調査統計部編［通産統計』（財）通商産業調査会，各号より作成 。

　次に，ケーフルの国内向け需要別構成比を見ることにする 。この卓について１９８７年度

から１９９０年度への推移を見ると ，通信業向けは４４．６％から８０．１％に上昇している 。これ

に対して電力業向けは１８．２％から９．６％に低下した。いずれにせよ ，通信業向けと電力

業向けの二つがケーブルの基本的な需要を構成してきたことが明らかであろう 。この他

に， 建設 ・設備施工業が１ ．４％から１ ．５％へ，電気機械業は５．３％から２．９％，輸送機械業

４． ９％から２．３％とな っている 。

　このように光 ファイバ市場においては，付加価値の高いケーブル市場が金額べ 一スで

８割以上を占め，中でも通信と電力向けで大きな需要を構成している 。したが って ，バ

ソドルファイバなどを除外した光 ファイバケーブル市場を対象に以下の分析を進めたい 。

　（２）世界の光 ファイパケーブル市場規模

　世界同時的な開発競争を経て光 ファイバ通信 システム が各国に導入され，１９８０年代後

半光 ファイバ市場は欧米と日本を中心に各国ですでに彩成されていた。そこで世界的な

（９８７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
市場規模を概観するために，各国別の市場規模をとりあげる 。

　１９８６年度の国内需要規模はそれぞれ，米国で６億５，０００万ドル ，カナダ４，０００万ドル
，

イギリス４，５００万ドル ，（旧）西ドイツ５，ＯＯＯ万ドル ，フラソス４，５００万ドルになる 。当時

日本は，２億８，７００万ドルと米国についで大きい国内需要を有し ，６カ国合計１１億１ ，７００

万ドルの内で２６％を占めていた。これに対し米国は５８％，残す欧州４カ国はわずかに

１６％であ った 。

　欧米の光 ファイハ市場はこの時すでに，コー二：／ク（ＣｏｍｎｇＩｎ・）とＡＴ＆Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
（Ａｍ・・１・・ｎ　Ｔ・１・ｐｈ・ｎ ＆Ｔ・１・ｇ・・ｐｈＣ０）の二杜て７０％以上を占める寡占構造にな っている 。

　（３）光 ファイバケーブル日本市場の構造

　日本の光 ファイバケーブル市場は現在，国内の電線 メーカー６杜でほぽ市場全体を フ

ォローし ，かつ住友電気工業，古河電気工業，藤倉電線の上位３杜合計で８割という寡

占体制とな っている 。この様な上位３杜による寡占構造は，市場の形成時からさらに進

展している（表４参照）。 その一方で，１９８７年度からの外資系企業の市場参入により ，下

位企業のシ ェアに影響が出ている 。

表４　光 ファイバ市場のシ ェア （単位 ：％）

１９８６年度 １９８７年度 １９８８年度 １９８９年度 １９９０年度

住　友　電　気　工　業 ２９ ．７ ３４ ．９ ３５ ．０ ３５ ．０ ３５ ．０

古　河　電　気　工　業 ２３ ．７ ２０ ．８ ２１ １３ ２１ ．５ ２３ ．５

藤　　倉　　電　　線
２１ ．２ ２０ ．６ ２０ ．９ ２０ ．６ ２３ ．５

日　　立　　電　　線
９．

７
９． ５ １０ ．５ ７． ０

６． ０

昭　　和　　電　　線
４． ３

６． ８ ６． ０
４． ０ ５． ０

そ　　　の　　　他
１１ ．４ ７． ４ ６． ３ ５． ４

３． Ｏ

輸入（Ｓｉｅｃｏｒ，ＡＴ＆Ｔ）
４． ５

４． ０

合　　　　　計
１００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０

注）１９８８年度までは国内 メーカーのみで１ＯＯ％とした。同年度までは国内出荷額，それ以降は国内出荷量にて

　　推計 。

出所）　日経産業新聞編ｒザ ・シ ェア ，９１年』日本経済新聞杜，１９９０年，同編ｒ市場占有率 ’９２』日本経済新聞

　　杜，１９９１年より作成
。

　光 ファイバケーブルの仕向け先は，公衆通信業と電力業とに大きく分かれる 。電力業

向け光 ファイバケーブルは，電力線（銅ケーブル）と複合された電力一光複合ケーブル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）やＯＰＧＷ（ｏｐｔｉ・・１丘ｂｅ・・ｏｍｐｏ・ｉｔｅ　ｇ・ｏｍｄ　ｗｉ・・＝ 光複合架空地線）などである 。公衆通信用

の受注は上述した上位３杜が圧倒的な強さをもち，ＮＴＴへの納入実績がなか った４位

の日立電線は，電力業向けのＯＰＧＷで初期光 ファイハ事業の立ち上げに成功し ，１９８０

（９８８）
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年代後半にはＮＴＴへの納入を果たしている。５位の昭和電線電績は多成分ガラスファ

イバを軸に，６位の三菱電線とともに電力関係からの受注が主である 。

　光 ファイバ市場への参入障壁で最も大きいものは，最大ユー ザー であるＮＴＴに対す

る受注能力である 。民営化以前からの資材調達慣行として，開発段階から共同研究を行

ったメーカー数杜への発注，あるいは一定の技術及び コスト基準を提示しメーカー に試

作品を依頼し最も優れているメーカー から一括契約を結ぶ，などがある 。この資材調達

慣行は１９８１年，民営化に伴う資材調達制度の改訂として変化を遂げるが，資材調達と並

行して行われていた技術の共同開発や指導の関係，あるいは広く取引関係のノウハウが
　　　　　　　　　　　　　　　９）
依然企業内部に蓄積されている 。

　公衆通信市場への参入障壁の他に，そもそも光関連事業に向ける研究開発投資能力か
　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
規定する障壁が潜在的に存在する 。また，光 ファイバの最大需要である国内通信線需要

の成長率が，加入者線への導入に大きく依存し，玩状では国内需要規模を越える生産能

力がすでに形成されている 。

　　１）ＮＴｒは平成２年３月 ，ｒ２１世紀のサ ービスビジ ョン」として発表したｒ新高度情報通信

　　　サ ービス」の中で，広帯域ＩＳＤＮを実現するイソフラストラクチ ュァである加入者系通信

　　　網の光 ファイバ化を，２０１５年までに実施するとしている 。

　　２）　 アルミとポリエチレン を層状に重ね合わせ（１ａｍｉｎａｔｅ）一体化した外被 。

　　３）電線工業会編『電線時報』１９８７年９－１０月号に依拠した 。

　　４）ただし，ケーブル化技術において共有される技術 ・ノウハウがわずかに存在する 。

　　５）光 ファイバの統計については光産業技術振輿協会（光協会）が算出しているものと ，通産

　　　省大臣官房調査統計部の調査によるものとが公表されている 。しかし，算出方法が異なるた

　　　め，両者の整合性を図るのは困難である 。また加工品やシステム 毎に価格の変動が激しいこ

　　　とや，メーカー 側の依頼にもより ，光 ファイパの単価が把握不可能とな っている 。今回統計

　　　を用いるにあたり ，このような事情を考慮に入れながら ，二つの統計を併せて文中及び表２ ，

　　　表３の数値を算出した。一応の目安として扱うことはできると考える 。

　　６）光産業技術振興揚会編『昭和６２年度　光産業の動向』１９８８年３月 ，６８べ 一ジ 。

　　７）ただし，コーニングのケーブル部門はシーメンスとの合弁であるシーコアが担 っている 。

　　８）架空送電線の頂点に張られる架空地線に光 ファイバを収容したもの 。

　　９）公杜の資材調達問題は，カ ヅト東京ラウノトての非関税障壁撤廃をめくる諸議論の中て展

　　　開された。日米間では，公衆通信設備の特殊性を踏まえつつ，内外無差別，調達手続きの透

　　　明性という ，政府調達協定の趣旨を生かした新たな手続きを１９８１年から導入することがとり

　　　きめられた。このような経緯からも明らかな様に，新しい資材調達制度は主として海外への

　　　市場開放をめぐっ て導入されたものである 。

　　１０）光産業技術振興協会編『光産業の動向』 ，各年度版により作成した資料○，　を次のべ 一

　　　　ジに付したので参照されたい 。

（９８９）
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　　　　資料０　研究開発投資額分布（単位 ：千万円 ，杜）

　　　額年度　　　　 ０－０ －５ 　０．５～１　　 １～５　　 ５～１０　　１０～５０ 　５０～１００　１００～２００

１９８４

１９８６

１９８８

１７

１８

９　　　　　２

５

７

４

３

４

４

４

４　　　　　１　　　　１

資料　　研究開発者数分布（単位 ：人，杜）

　　人数年度　　　　　１～２　　 ３～４　　 ５－ｇ　　 １０～１９　２０～３９　４０～５９　６０～７９

１９８４

１９８６

１９８８

２１

２６

９　　　　　６

４

７

４

１

１

０

０

１

ｎ　企業の参入類型

　光 ファイバ市場の形成を担った企業を業種別に羅列するなら ，電線 メーカー ガラス

メーカー 化学繊維 メーカーとなる 。これは，参入企業がいくつかの業種にまたが って

おり ，同時にそれらが一様に新設企業ではないということを表わすもので，光 ファイバ

市場へ参入する企業の特徴として指摘できる 。

　したが ってここでは，新規市場参入における一般的な四つのパターン をまず提示し ，

上のような参入企業の特徴に着目しながらこれを用いて光 ファイバ市場における参入類

型を明らかにする 。基本的な二つの参入類型かそこで明らかになる 。次に参入企業を類

型別に分類し，類型と参入プ ロセスとの関係，類型と市場における優位性との関係をそ

れぞれ検討する 。

　１ ．類型の基準と参入プロセス

　（１）光 ファイバ市場における参入企業の類型

　光 ファイバ市場における参入企業の類型を明らかにするために，新規市場参入におけ

る一般的なハターノ を提示しよう 。企業か既存事業ととのような関係をもつ事業領域に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
参入するかを，市場と技術による二次元のマトリソ クスて表して見る 。既存事業と新規

事業との間に連関性をもつかどうかによっ て， 四つのパターソに分ける 。

　○既存事業との技術的な連関性があり ，すでに持っている顧客を基本的に引き継い

ている 。　既存事業との技術的な連関性は無いか，すてに持 っている顧客を基本的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９０）
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図１　新規事業参入のパターソ

　　　　　　　市　場

　　　　　連　関　　非連関

　　　　　　　　　　　　　　連

　　　　　　　　　　　　　技　関

　　　　　　　　　　　　　術　　　　　　　　　　　　　　非
　　　　　　　　　　　　　　連
　　　　　　　　　　　　　　関

　　　　　　　　　　　　　　出所）筆者作成 。

引き継いでいる 。　既存事業との技術的な連関性はあるか，顧客は新たに開拓する 。

＠既存事業との技術的な連関性かなく ，顧客も新たに開拓する（図１参昭）。

　新規市場参入における　般的なハター１■に昭らし合わせると ，光 ファイハ市場への参

入は基本的に　と　に分類できる 。市場の連関性に関わ っての参入は，光 ファイバの

旧製品である電線を製造している電線 メーカーの場合である 。連関性は電線が光 ファイ

バに代替することから ，電線の顧客が光 ファイバに引き継がれていることによる 。技術

の連関性に関わる参入は，光 ファイバの素材であるガラスやプラスチ ックを製造するガ

ラスメーカーと化学繊維 メーカー の場合である 。連関性は素材技術の共通性による 。

　主要な光 ファイバメーカーの分類は次の通りである 。代替製品型に属する企業は，庄

友電気工業，古河電気工業，藤倉電線，日立電線，三菱電線，昭和電線電績などの電線

メーカー であり ，素材（技術）連関型に属する企業は，ガラスメーカーの日本板硝子と

コーニング，化学繊維 メーカーの三菱 レーヨソ ，東 レ， 旭化成工業である（表５参照）。

　　　　　表５　光 ファイバ市場参入における企業類型と参入プ ロセス

類　型
参入時期

０　市場 ・技術連関型 　　代替製品型 　　素材（技術）連関型

１９６０年

ＡＴ＆Ｔ

コーニング

日本板硝子
１９７０年 庄友電気工業

（製品 コンセプト確立） 古河電気工業，藤倉電線

三菱 レーヨソ

昭和電線電績，三菱電線

日立電線
１９８０年

東レ ，旭化成工業

出所）筆者作成 。

（９９１）
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　ＡＴ＆Ｔの製造部門ＷＥ（Ｗ・・ｔ・ｍ　Ｅ１・・位１・ Ｃ・）は唯一○に分類される 。ＡＴ＆Ｔの

製造部門としてＷＥは銅電線時代からヶ一ブルを製造供給していたことから ，市場の

連関性をもつ参入であることは言うまでもない。また１９６０年代からベル研究所が，光 フ

ァイバに類似した構造をもつガスレソズによる導波モードの実験など，伝送路ぼかりか

広く光通信研究の蓄積を有していた。このことは，技術の連関性をもっ た光 ファイバ市
　　　　　　　　　　２）
場への参入と理解される 。

　なお，以下の市場と技術の両面で重要な通信ケーブルの分析に際して ，プラスチ ック

ファイパの製造を手がけている化学繊維系の三菱 レーヨソ ，東 レ， 旭化成工業について

は省略する 。プラスチ ックファイバの多くはバソドルファイバなどに用いられ，ケーブ

ル用はごくわずかなためである 。

　（２）参入のプ ロセス

　各類型毎の参入プ ロセスの特徴を提示するには，製品 コンセプトの確立時期を明らか

にする必要がある 。何故なら ，製品 コソセプトの確立の前と後では参入のあり様が異な

るからである 。ところでアパナシー は， 製品 コソセプトを「デザイソ ・コソセプト」と

して論じており ，これを「製品の基本を成す機能上の用件（すなわちｒパラメーター』）や

　　　　　　　　　　　　　３）
対市場適性などを考慮したもの」として定義している 。本稿で製品 コソセプトという場

合， この定義によっ ている 。

　光 ファイパにおける製品 コソセプトの確立は，光 ファイバの素材である石英系光 ファ

イバによっ て， 光通信 システムの実現に求められた損失率２０ｄｂ／ｋｍの達成とする 。そ

の確立は１９７０年であ った。具体的には，光 ファイバ通信実用化への展望を指摘したＫ

Ｃ． Ｋａｏの論文を製品 コンセプトの提示とし ，これによっ て促された石英素材での低損

失光 ファイバ開発をもっ て製品 コソセプトの確立とする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　壬）
　日本の代替製品型企業は，基礎研究から手掛けていたとされるか，世界的な開発競争

の中で見ると ，製品 コソセプトがすでに明確にな った後の参入として理解される 。何故

なら ，Ｋ．Ｃ．Ｋａｏの論文による光 ファイバ通信実用化への展望，日本板硝子の多成分ガ

ラスによる「セルフォッ ク」の試み，コーニソグによる石英系光 ファイバの発表後の参

入である 。日本の電線 メーカーの中心的な開発目標が，石英系の製法に絞られていたこ

とも ，その根拠に挙げられる 。

　各類型に属する企業の参入プ ロセスを整理して見ると ，素材（技術）連関型企業は製

品コソセプトが明確になる前，代替製品型企業は製品 コンセプトが明確にな った後と ，

類型別に分かれる 。これは，従来の多角化研究において用いられる ，資源適応型として

（９９２）
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の含意を素材（技術）連関型か，問題発生型としての含意を代替製品型か，それぞれに
　　　　　　　５）
もつと考えられる 。なお，市場と技術に連関性をもつ参入の場合，やはり製品 コソセプ

ト確立以前の参入とな っている 。

　２　市場において優位な企業類型

　（１）日本市場において優位な企業類型

　日本での光 ファイバ市場形成を担ったのは電線 メーカー であ ったが，研究開発に始ま

り市場が形成されようとする段階から ，その独走体制が明白であ ったわけではない。と

いうのも ，素材連関型企業の日本板硝子は光 ファイパを用いた通信 システムの現場実験

を， １９６８年世界にさきがけて行 っていたからである 。日本板硝子が開発した多成分ガラ

スの光 ファイバｒセルフォック」は，発表当時の損失２００ｄｂ／ｋｍから６０ｄｂ／ｋｍにま

で改良されたが，１９７８年に日本板硝子は光 ファイバ市場からの撤退を余儀なくされる 。

時すでにＮＴＴ（旧電電公杜）と電線 メーヵ一 三杜の共同研究は，日本独自の製法による

低損失の石英系光 ファイバの開発に成功していた。そしてＮＴｒを中心に，この石英系

光ファイパを伝送路として用いた光通信 システムの玩場実験が進められていた。多成分

ガラスファイバ「セルフォック」は改良を待つまでもなく ，次世代通信 システムの伝送

路として公衆通信市場に参入する余地は失われていたのである 。

　一方代替製品型の電線 メーカー とりわけＮＴｒとの共同開発に参加した住友電気工

業， 古河電気工業，藤倉電線の三杜は，他の電線 メーカー に対して「先行者の優位」を

基礎に，上位三杜で８０％のシ ェアを築いた。残り三杜も杜内及び企業集団内での研究開

発を経て ，石英，及び多成分ガラスで参入を果たし市場を分げることにな った 。

　（２）米国市場において優位な企業類型

　代替製品型である電線 メーカー が優位を獲得した日本市場に対して ，米国の光 ファイ

バ市場で優位を築いたのは，製品開発において先行した素材連関型企業の コーニソグと ，

市場と技術の両面で連関性をもって参入したＡＴ＆Ｔである 。この両者と明暗を分け

ることにな ったのは，銅電線市場に固執した電線 メーカー であ った 。

　１９７０年に コーニングが石英系光 ファイバで２０ｄｂ／ｋｍを達成したと世界に報じた頃 ，

ＧＴＥ（Ｇｅｎｅｒａ１Ｔｅ１ｅｐｈｏｎ ＆Ｅ１ｅｃ位ｏｍｃ・ Ｃｏｒｐ）なと米国の電線 メーヵ一 やユー サーの多く

が， 将来自らの主力製品におきかわるかも知れないこの製品について全く無関心で，情

報二一ズの増大への対応として既存設備の拡大にあた っていた。彼らにとっ て， 市場の

立ち上がりが十年とも二十年ともわからない製品への先行投資は，余りにリスキーなこ

（９９３）
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とであ った。ケーブル化のノウハウ取得のために協力を求めた コーニングの働きかけに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
対しても ，既存の電線市場を脅かすものとして多くが拒絶した 。

　需要の開拓やバートナの獲得という困難をへて コーニソグは，１９８２年の米国電気通信

市場におげる規制緩和を期に，幹線系への参入を決定したＭＣＩから大量の光 ファイバ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
を受注した。追 ってＡＴ＆丁関連需要の獲得にも成功し，コーニソグは米国市場で大

きなシ ェアを築いた 。

　他方でＡＴ＆Ｔは，石英系光 ファイバの開発は コーニソグに遅れをとるが，ベル研

究所が１９６０年代から始めていた光 ファイバの基礎研究にもとづいて ，独自な光 ファイバ

の製法であるＭＣＶＤ法の開発に成功した。ＭＣＶＤ法で コーニソグとクロスライセソ

ス契約を結んだＡＴ＆Ｔは，唯一コーニソグの基本特許に抵触することなく光 ファイバ

を生産し，コーニソグとともに米国市場を二分することにな った 。

　　１）市場と技術の二次元モデルは，アンゾフ が事業領域の定義に用いたものから ヒントを得た 。

　　　Ａ
ｎｓｏｆ，Ｉ ，Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｔｒａｔｅｇｙ，１９６５（広田寿亮訳『企業戦略論』産業能率大学出版部，１９６９

　　　年）。 アンゾフのモデルを新規市場参入パターノヘを応用したものとしてに，奥村昭博『企

　　　業イノベ ーシ ョソヘの挑戦』日本経済新聞杜，１９８６年 ，１２６べ 一ジ参照 。

　　２）拙稿，前掲論文，１１３－１１５ぺ 一ジ参照 。

　　３）Ａｂｅｍａｔｈｙ，ＷＪ ，Ｃ１ａｒｋ，

ＫＢ ａｎｄＡＭＫａｎｔｒａｗ，Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａｌＲ
ｅｎａ１ｓｓａｎｃｅ Ｐｒｏｄｕｃｍｇａ

　　　Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ Ｆｕｔ甘ｅｆｏｒ Ａｍｅｒ１ｃａ，１９８３（望月嘉幸監訳，日本興業銀行産業調査部訳『イノ

　　　ダストリアルルネ ッサノスー 脱成熟化時代へ』ＴＢＳブリタニカ ，１９８４年 ，４５ぺ 一ジ 。） ，ｒデ

　　　ザイソ ・コ１■セプト」のより詳しい展開は，Ａｂｅｍａｔｈｙ，Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ　Ｄ１１１ｅｍｍａ
，ｃ

ｈａｐｓ

　　　２ａｎｄ７およびＫｉｍ．Ｂ．Ｃｌａｒｋ，“Ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎ，ＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＤｉｖｅｒｓｉｔｙａｎｄＲａｄｉｃａｌＩｍｏｖａｔｉｏｎ

　　　ｍ　ｔｈｅ　Ｕ　Ｓ　Ａｕｔｏ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ ”，
ｍ　Ｒ１ｃ

ｈａｒｄ　Ｓ　Ｒｏｓｅｎｂｌｏｏｍ，Ｒｅｓｅａｒｃ ｈ　ｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｌｃａ１Ｉｍｏｖａ

　　　 ｔ１ｏｎ　Ｍａｎ　ｇｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｐｏ１１ｃｙ１９８３参昭
。

　　４）例又は庄友電気工業について ，庄友電気工業株式会杜編『庄友電工の歴史』１９７９年 ，２６５

　　　ぺ 一ジ参照 。

　　５）青木昌彦，伊丹敬之『企業の経済学』岩波書店，１９８５年 ，６２～６３ぺ 一ジ 。

　　６）以上，Ｍａｇａｚｍｅｒ
，Ｉ　ａｎｄ　Ｍ　Ｐａｔｍｋｍ，Ｔｈｅ　Ｓｌ１ｅｎｔ　Ｗ

ａｒ，１９８９，Ｃｈａｐｔｅｒ
９， Ｐ２７６（青木栄一

　　　訳『競争力の現実』ダイヤモノド杜，１９９０年，第７章，３９８～３９９べ 一ジ）。

　　７）　 コーニソグは，１９８１年からＡＴ＆Ｔが進めていた，ニ ーヨーク ，ワシソトノ 間を光 フ

　　　 ァイパで結ぶ通称ｒ北東回廊」計画の競争入札に参加し ，ＷＥらと共に落札した 。

皿　日本企業の競争戦略

　日本市場の特徴を，企業の競争戦略から明らかにするという課題に即して，１章では ，

目本と米国というそれぞれの市場において優位を獲得した企業類型が示された。代替製

（９９４）
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品型である電線 メーカー が優位な日本市場に対して，米国市場においては，素材（技

術）連関型の コーニソグと ，市場と技術両方に連関をもつＡＴ＆Ｔとが優位を獲得した 。

　ここでは，それぞれに類型のもつ限界をいかに乗り越え市場での優位を獲得したのか

を， 企業類型別に競争戦略の比較を通じて分析する 。したか って ，市場と技術両方に連

関をもつＡＴ＆Ｔではなく ，代替製品型である日本の電線 メーヵ一と ，素材連関型で

ある米国の コーニソグの戦略を比較検討することによっ て， この課題に答えたい 。

　１　世界市場におけるコーニンク社の戦略

　（１）コーニソグ杜の特許戦略
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　光 ファイバ市場における コー二：■ グの戦略は，光 ファイバに関する基本特許を行使し

　　　　　　　２）
た戦略的提携関係の構築であ った 。

　コーニソグが取得した基本特許は，構造特許と製造特許と 口乎ばれる二つの特許からな

　　　　　　　　　　　　３）
る。 特許番号から「９１５特許」と 口乎ぱれる構造特許は，純粋 シリカ＝ 石英（ＳｉＯ。）から

なるクラ ッドと ，１５％以下のドーパソト（添加物）が入 ったシリカからなる光 ファイバ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
の構造に関するものである 。他方，ｒ４５４特許」と呼ぼれる製造特許は，光 ファイバの母

材に含まれる水分を取り去る脱水技術に関するものである 。

　光 ファイバの原理そのものを示す包括的な構造特許は，新たに光 ファイバ市場への参

入を試みる全ての企業に大きな障壁とな った。また コーニングは，ＣＶＤ法の製法にか

かわるＭＣＶＤ法の特許を有するＡＴ＆Ｔとのクロスライセソス契約を通して ，製造法

に関する特許の全体をもフォローした 。

　こうして基本特許を武器に コーニングは，徹底的な法定闘争を展開することで，特許

の防衛に努めた。米国を始め，ヨーロソハ 日本の１５杜以上を相手取 った法定闘争か行

われた。たとえば１９８１年に敗訴したＩＴ「のケースでは，特許を侵害している製品を購

入していた米国政府も ，コーニングに対して６５万ドルの賠償金を支払 った。また，フィ

リッ プスの米国子会杜であるバルテ ックのケースでは，フィリッ プス が光 ファイバの生

産を中止することで決着した 。

　さらに構造特許の圧倒的な威力を示す具体的なケースとして ，日本の住友電気工業と

の訴訟について検討しよう 。

　住友電気工業が米国に輸出していた光 ファイバ「Ｚファイバ」が，コーニソグの特許

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
を侵害しているとし ，コーニソグ側がＩＴＣ（国際貿易委員会）に関税法第３３７条違反とし

て訴えたのが事の発端であ った。実質的な産業上の被害はないとの判決がＩＴＣより下

（９９５）
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され，この訴えは却下されたが，最終的な判決は最高裁へと持ち越された。そこでは ，

「Ｚファイバ」が コーニノグの９１５特許で示されたものと「均等」物か否かが争点とな っ
６）

た。 住友電気工業側は，「Ｚファイバ」が純粋 シリカの コアに対してクラ ッドにフッ 素

をドープし屈折率を下げるもので，コ アにドーパ１■トを加え屈折率を上げるとした コー

ニソグの特許を侵害するものではないと主張した 。

　しかし ，判決は両考を機能的に「均等」と見なした。ドーパントの種類，屈折率を上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
げるか下げるかの違いを越えて均等論（Ｄ・・ｔ・ｉｎ・・ｆＥｑｕｉｖ・１・ｎｔ）が広く適用された。住友

電気工業は和解金として２５００万ドル（３６億円）を コーニングに支払い，一方では対米戦

略の立て直しとしてＡＴ＆Ｔとの合弁会杜ｒライトスペック」設立に踏み切り ，庄友

電気工業が米国進出の拠点として ，総額２００億円を投じたＳＥＲＴ（ＳｍｉｔｏｍｏＥ１・・位ｉｃＲ・一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
・ｅａ・・ｈＴ・１ａｎｇ１ｅ）の資産も全てｒライトスヘヅ ク」に移譲した。光 ファイハケーフルを中

心に光関連製品を製造するこの合弁会杜でも ，摩擦を避けるため光 ファイバ心線は現地

調達とした。１９８９年５月の コーニソグ特許失効後もこの状況は変わらず，住友電気工業

は米国で独自に光 ファイバの生産を行なうことを断念すると発表した。これは，特許紛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
争の過程で失 ったシ ェアを奪回することが困難であるとの判断によるものであ った 。

　（２）コーニング杜の戦略的提携関係

　素材連関型の コーニソグにとっ て， 光ファイバを製品化するための最大の難問は市場

へのアクセス ，すなわちユー ザーの獲得であ った。それはユー ザーとの関係を一から築

き上げるということであり ，代替製品型企業に比べ幾倍もの参入障壁が存在した。さら

に通信市場は公共性が高く ，当時は日本や フラソス ，西ドイツ ，イタリアなどの国営企

業がこれを担っていたことからも ，海外市場の開拓は困難を増した。コーニソグにとっ

て戦略的提携関係の構築は，提携企業を通じて市場へのアクセスを可能にすると同時に ，

光ファイバをケーブル化するノウハウの取得と通信 システムの附属機器を開発するとい

う意味があ った 。

　コーニノクか結んだ契約は内容に応じて ，ライセノス供与，事業提携，合弁会杜の設

立と ，三段階に渡 った。上に述べた戦略的提携関係のもつ意味からも ，ライセンス契約

よりは事業提携が重視された。これは一国一企業を基本に自杜製品の窓口として ，また

光ファイパケーブル化の共同開発者として ，パートナー を開拓することであ った。提携

の条件には次の様な事項が含まれていた。提携先は附属機器とともに光 ファイバを被覆

してケーブル化する方法を開発する ，そして コーニソグに年間契約料を支払う ，という

義務を負う 。対価として ，市場が形成された際，それぞれの国で光 ファイバを生産する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９６）
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技術及びノウハウの使用を許可された。合弁会杜は文字通り ，共同で光 ファイバ製造会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
杜を設立するものとして ，最も密接な関係をとり結ぶ形態であ った 。

　表６に，コーニソグが築いた戦略的提携関係を概観した。戦略的提携関係はほとんど

の先進国を覆い尽くしたが，ここで最も重要なのはドイツのシーメンスと折半出資の合

弁会杜，シーコ アを設立したことである 。シーコ アは，コーニングのケーブル部門とし

てコーニソグ本杜と同様に，後に広大な米国市場を獲得してゆくための戦略的拠点であ

った 。

　（３）先行投資と製品ライソの拡充

　コーニソグは，市場の成立が１０～２０年先と言われる全くの未知な分野で，需要の彩成

に先んじて設備投資を続けた。世界で最も早く市場が彩成された米国においてすら本格

的な市場の彩成は，１９８２年の電気通信市場に対する規制緩和を待つことになるが，コー

ニソグは１９７６年にパイロットプラソトを創設，１９７８年には量産工場の建設に入 っていた 。

　その問，石英系光 ファイバの改良と ，通信用の光部品であるカプラー 分波 ・合波器
，

送受信器などの開発をも手掛け，まさに市場の形成と同時に光 ファイバメーカーの第一

人者としての評価を獲得することとな った 。

　コーニソグはもはやガラスメーカー にとどまらず，光 ファイバを中心とする コミュニ

ケーショソ事業が売上高の２５％を占める ，光通信 メーカーと口乎ぶにふさわしい姿を呈
　　　　　１１）
するに至 った 。

　２　代替製品型日本企業の胴争戦略

　（１）素材（技術）連関型 ；先発企業の失敗

　世界初の集束性光 ファイバ「セルフォック」を開発して ，日本企業の中で光 ファイバ

市場に最も早く参入を果たしたのは，素材連関型の日本板硝子であ った。１９６０年代半ば
，

子会杜の日本板硝子繊維ではイメージバンドルの生産が行われており ，これと関連して

日本板硝子研究所では，その素線の透過率改善が研究テーマとしてとりあげられていた

ため，ＳＩ（ステ ツプ ・イン デックス）ファイバについては一定の技術的基盤があ った。こ

のため通信用光 ファイバを目標とするガラスの透明化へのテーマ転換は容易に進んだと
　１２）

いう 。

　日本電気の協力の下で開発目標をＧＩ（グレー デット ・イン デックス）ファイバに絞り ，

１９６８年にはイオソ 交換技術を用いた「セルフォッ ク」の開発に成功した。翌年には

Ｈｅ－Ｎｅレー ザー を光源に，玉川，横浜事業所間１５ｋｍを三中継で結び，１２３Ｍｂ／ｓの

（９９７）
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ＰＣＭ（Ｐｕ１ｓｅ－ｃｏｄｅ　ｍｏｄｕ１ａｔ１ｏｎ）による

カラーＴＶ伝送を実現した 。

　この様な開発における先進性が市

場成果に結び付かなか った要因とし

て， 市場へのアクセス 失敗が第一に

挙げられる 。日本板硝子の先行成果

を横目に見なカミら ，ＮＴＴが共同開

発のパートナー に電線 メーカー を選

択したことは決定的であ った。プ ロ

セスに時間がかかりすぎるという製

造技術の問題，石英系と比べての損

失低下における限界という ，多成分

ガラスファイバの技術的な問題も度

外視されない。しかし ，次世代の公

衆通信 システム 開発を総合的に コー

ディ ネイトするユー ザーのＮＴＴ市

場を獲得しえたならぱ，技術の選択

や改良をも含めたその後の戦略に大

きな相違が見られたであろう 。

　光通信のケーブルメーカーとして

は主流から退きはしたが，「セルフ

ォック」を素材にした多様な製品展

開へと ，日本板硝子はその戦略を転

換した。セルフォックレソズァレー

にセルフォックマイクロレノズ，平

板マイクロレンズ，ファイバ コリ

メータ ，セルフォックカプラなどが

そうであり ，中でもレンズアレー は

コピー 機， ファクシミリ用としてト
　　　　　　　　　１３）
ツプシ ェアを獲得した 。

　（２）代替製品型 ，後発企業の成功

（９９８）
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　代替製晶型の電線 メーカー が光 ファイバに注目し始めるのは，最も早か ったと言われ

る住友電気工業でさえ，企業集団を同じくする日本電気と日本板硝子が進めていた「セ

ルフォック」を用いた光通信の現場実験を終えた後のことであ った。実質的には１９７０年
，

光ファイパ開発のための杜内プ ロジ ェクト発足からと考えられる 。先発三杜と言われる

古河電気工業，藤倉電線もほぽ同時期に開発を始めている 。

　先発 メーカー が光 ファイバ開発を始めて間もなく ，オイルショックを迎え他の重厚長

大産業と同様に電線市場は大きく低迷した。その後も国内需要は引続き停滞し，一時的

には産油国へのインフラ投資需要で支えながらも ，公衆通信需要は低迷を続げた（図２

参照）。

　　　　　　図２　銅電線 ・アルミ 線の部門別出荷量及び穏電線出荷量 ，

　　　　　　　　出荷額のＧＮＰ弾性値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　０

（千トン）
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　　　　　１９７５　７６　　７７　　７８　　７９　　８０　　８１　　８２　　８３　　８４　　８５　　８６　　８７　　８８　　８９

　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（予

注）出荷額は卸売物価（電線 ・ケープル）でデフレート（注は原書）。

出所）　日本勧業角九証券株式会杜調査部編『投資」　（株）勧角総合研究所　１９９０年３月 ，Ｎ ｏ． ２９０，３３ぺ 一ジ ，

　　図１。

　電線 メーカー にとっ てこのオイルショックは，多角化を一層促進する契機とな った 。

電線 メーカーの多角化は，電線で培われた技術分野を中心に展開されながらも ，先端技

術志向を強めていた（表７参昭）。 この様な状況の中て次世代通信 ノステムの伝送路開発

は， 多角化した事業の一部門という意義を越え，まさに電線 メーカー がゴーイング ・コ

（９９９）
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表７　国内主要電線 メーカーの売上構成比率 （単位 ：％）

杜　名 売　　　上　　　構　　　成

庄友電工 電線 ・ケーブル５３（５４），特殊金属７（７），粉末合金１０（１０） ，他３０（２９）

古河電工 電線 ・ケーブル５６（５４） ，軽金属品２２（２２） ，伸銅品１２（１２） ，他１１（１２）

藤倉電線 ケーブル２８（２７） ，被覆線２１（２２） ，銅裸線１４（１４），巻線６（７），アルミ 線６（６） ，

他２５（２４）

日立電線 ケーブル１９（２０） ，被覆線２５（２７），裸線８（７） ，伸銅品１６（１８），ゴム 製品５（５） ，

機器 ・工事 ・電子部品２７（２３）

昭和電線 ケーブル２３（２５） ，被覆線１８（１７） ，裸線１３（１３） ，巻線９（１１），アルミ 線３７（３４）

三菱電線 ケーブル２９（３０） ，被覆線１６（２３） ，裸線１２（１４），特品９（９） ，他３３（２４）

注）光 ファイバは各杜とも電線 ・ケーブル部門に含む 。

出所）各杜有価証券報告書，１９８８年３月期，カ ッコ 内は１９８５年３月期より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
ソサ ーソとして成長を続けるための核になる事業とされた 。

　コーニソグやベル研究所の成果に示される様に，世界的な開発競争の趨勢は日本の電

線メーカー を， 石英を素材とした光 ファイバの開発へと向かわせていた。１９７８年には国

内メーカーとして古河電気工業が コーニング基本特許の独占的実施権を獲得した。後に

住友電気工業，藤倉電線などは古河電気工業からのサブライセンスを受けるが，日本企

業はあくまでも基本特許に抵触しない技術の開発に目標を置いた 。

　メーカー 各杜が一定の成果を蓄積しつつあ った１９７５年に，ＮＴＴの要請で庄友電気工

業， 古河電気工業，藤倉電線三杜による共同開発の計画がとりまとめられ，光 ファイバ

共同開発が開始した。共同開発では，日本独自の石英系光 ファイハの製法であるＶＡＤ

法の発明やＶＡＤ法による光 ファイバが損失率において世界のトッ プデ ータをマーク

（ｏ．２ｄｂ／ｋｍ）するなど ，数多くの成果を生んだ 。

　共同開発がその後の市場構造に与えた影響を何点かにわた って整理してみよう 。シス

テム構築に要する通信機器の開発をも含め，光通信 システムの開発をユー ザー が総合的

にコー ディ ネイトした結果，開発から市場の立ち上がりが非常にスムーズに進行した 。

さらにユー ザー 主導のｒＩＳＤＮ構想」が，そのためのイソフラストラクチ ュァである光

ファイバケーブル通信網敷設に関する需要を創出したことで，市場形成を後押しした 。

また，共同開発に参加した三杜はｒ先行者の優位」として，ＶＡＤ法に関する特許権を共

同で所有し ，かつユー ザー からの需要を獲得しえたことにより ，シ ヱア８割を確保した 。

　これをさらに共同開発に参加できなか った企業との関係，類型内競争という視点から

より具体的に考察しよう 。そもそも共同開発に参加した三杜と ，日立電線，昭和電線 ，

三菱電線とでは，銅電線時代からＮＴＴへの納入実績に大きな開きがあ った。ＮＴＴ市

（１０００）
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場へのアクセスは，素材連関型と代替製品型の類型問における問題というはかりでなく ，

電線業界の上位三杜と下位三杜という類型内の問題でもあ った。しかし ，市場へのアク

セスにおける困難がここにも存在することは事実であるが，それを硬直的なものとして

認めることはできない。光 ファィパ市場の形成過程で日立電線は新たにＮＴｒ需要を獲

得し ，コーニングやＡＴ＆Ｔのような海外 メーヵ一もすでに進出を果たしている 。電

線市場のように，電力部門と通信部門とに需要を分けもちながらも ，公衆通信需要が市

場の立ち上がりを推進したことで，相対的に小さなパイを争う結果とな ったために，光

ファイバ市場形成期において ，市場のアクセス 問題がよりクローズア ップされたと言え

る。

　類型内競争の優位を築くいま一つの要因に，石英系光 ファイバケーブルを中心に，化

合物半導体，半導体 レー ザー 光部品という多くの製品ライソの中でのシステム 展開能

力が挙げられる 。これには自杜内での製造とともに，通信機器 メーカーとの共同受注体

制の整備が必要とされる 。この点に関しても ，住友電気工業と日本電気，古河電気工業

と富士通，藤倉電線と沖電気工業というように，上位３杜においてこの体制が整備され

ていた 。

　　１）基本特許は通常，ｒ先行技術（Ｐｒｏｔ　Ａｒｔ）におして全く見られなし 機能（Ｆｕｎｃｔｌｏｎ）を新

　　　たに可能とした発明を含む特許」と定義される 。ヘンリー 幸田『米国特許訴訟一侵害論一』

　　　杜団法人発明協会，１９８４年，１２２ぺ 一ジ 。

　　２）Ｗ１ｓｅｍａｎ Ｃ， Ｓ位ａｔｅｇ１ｃ　Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，１９８８（土屋守章，辻新六訳『戦略的情報 ノ

　　　 ステム』ダイヤモソド杜，１９８９年，３０９べ 一ジ 。）

　　３）ＵＳＰ ．， ｎ０．３６５９９１５．１９７０年５月出願。広くは，「９］５特許」を補足する「５５０特許」（ゲル

　　　 マニウム を１５％重量以上添加する 。１９７３年４月出願）を含めて構造特許と呼ぱれている 。

　　４）ＵＳＰ，ｎｏ．３９３釧５４ ．１９７４年４月出願 。

　　５）同法は１９３０年関税法により ，米国の知的所有権を保護するために制定されたものて ，知的

　　　所有権を侵害した製品の輸入なとを通して ，米国産業か実質的な被害をこうむ っていること

　　　 の立証がなされた場合に適用された。なお，同法は１９８８年包括通商 ・競争力強化法１３４２条で

　　　 の改正により ，被害の立証が必らずしも必要ではなくな った 。

　　６）均等論では，「要素Ａ及び要素Ｂが実質的に同一の方式（Ｗａｙ）によっ て， 実質的に同一

　　　 の機能（Ｆｍｃｔｍ）をもって ，実質的に同一の結果（Ｒｅｓｕｌｔ）を生ずるならは，両者は均

　　　等」であるとする 。ヘンリー 幸田，前掲書，１２９べ一ジ 。

　　７）特許が保護するのは機能自体ではなく ，それを可能にする手段であるが，「先行技術とは

　　　異なる顕著な発明（：Ｐ１ｏｎｅｅｒ Ｐａｔｅｎｔ）に対しては，均等論による広い範囲の保護が与久ら

　　　れる」（ヘンリー幸田，同上書，１２１ぺ 一ジ）というもの。コーニングの特許について ，バイ

　　　オニア性か認められたことが均等論適用の根拠とな った。庄友電気工業側は，西沢潤一の固

　　　体集束性光伝送路，あるいは日本板硝子の「セルフォック」の発明にこそパイオニア性が認

　　　められるへきと主張したか，これは退けられた（工業通信編［光新時代』１９８８年，Ｎｏ４
，

（１００１）
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　技術編，２２～２７ぺ 一ジ参照）。

８）　ＡＴ＆Ｔとの合弁会杜設立に際して ，その出資率をＡＴ＆Ｔが５１％，住友電気工業が

　４９％として ，あくまでもＡＴ＆丁主導であることを強調した 。

９）　『日経産業新聞』１９８８年８月２４日付け，『日本経済新聞』１９８９年４月１５日付け，など参照 。

１０）Ｍａｇａｚｍｅｒ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，Ｐ２７９（同，前掲書，４０３へ 一ノ）。

１１）　Ｃｏｍｍｇ　Ｉｎｃ ，Ａｎｎｕａ１Ｒｅｐｏｒｔ，１９９０

１２）北野一郎「光 ファイバー 技術
／」・

史」宗宮重行編『セラミックスの科学と技術の現状と将

　釆』（別冊）内田老鶴圃新杜，１９８７年１２月 ，参照 。

１３）以上，日本板硝子中央研究所での聞き取りによる 。

１４）例えぽ住友電気工業では，１９８１年にＣＩ戦略として「オプトピア ・シン ボルマーク」を正

　式採用するなど，光関連事業を内外にアピールしていることから ，当該事業への全杜的取り

　組みがうかがわれよう 。

結びにかえて

　以上，新規市場参入の一般的なパターンから ，光 ファイバ市場参入における類型を提

示しながら ，参入企業の類型別に戦略を検討した 。

　本稿では光 ファイバ市場の形成を通して ，各企業は経営資源において市場か技術か ，

いずれかに不足している側面をいかに補完して市場に参入しえたか，この点についての

論証を試みた。代替製品型である日本の電線 メーカーと ，素材連関型てある米国の コー

ニノグと ，両考の戦略を比較することによっ て， 以下のような論証を果たしたと考える 。

以下，光 ファイバ市場の形成における分析の意味と ，それが新規市場への参入という問

題に関わりもつ含意について整理してみよう 。

　代替製品型は素材連関型の企業に比較して ，市場へのアクセスという点から優位にあ

り， 逆に素材連関型は代替製品型の企業に比較して技術における優位をもっ ていた。代

替製品型である日本の電線 メーカー は， 市場へのアクセスという優位性を最大限に生か

しつつ，類型がもつ限界については，ユー ザーと共同で行われた自主技術開発で乗り越

えた。コーニングの基本特許網が日本市場を覆うことはできなか った理由がここにある 。

これに対し，素材連関型である米国の コーニソグは，既存市場 メーカーとの戦略的提携

関係を構築することによっ て， 市場へのアクセスという難問を乗り越えた 。

　しかし ，日本企業の成功は日本市場に限定した，あくまでも市場の形成期における成

功であ った。今後，欧米市場で大きなシ ェアを手にした コーニソグとの，グ ロー パル市

場における競争では，新たな戦略が求められることであろう 。光 ファイバ市場はまさに ，

（１００２）
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ＩＳＤＮや加入者系への光 ファイバ導入によって ，新たな成長段階を迎えている 。これら

については今後の課題としたい 。

　新規市場への参入に関する問題として ，本稿が示す結論は次の通りである。企業にお

ける既存の組織（＝ 事業構造）を反映した内部資源は，参入の動機の一因にすぎず，市

場での優位に結び付く決定的な要因ではない。新規市場参入における類型は，企業にと

ってに戦略策定の出発点である 。その上で戦略の有効性は，類型がもつ優位性を生かす

ことぱかりでなく ，限界を乗り越えるところのダイナミズムにある 。本稿による光 ファ

イパ市場形成の分析は，このような問いかけに対する具体的な事例を提供するものであ

る。

（１００３）


